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麻しん及び風しんの定期の予防接種に係る対応について

○ 麻しん及び風しんの定期の予防接種に用いられるMRワクチンの供給状況を鑑み、第１期、第２期及び第
５期の対象者であって当該MRワクチンの偏在等を理由に期間内に接種できなかった者について、予防接種法
施行令第３条第２項及び予防接種法施行規則第2条の８第４項に基づき、接種期間を2年間（令和７年4月１日
から令和９年３月31日まで）延長することとした内容に係る事務連絡を令和７年3月11日発出した。
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武田社のMRワクチン（麻しん風しん混合ワクチン）の供給に関する主な経緯

○当面の間、MRワクチンの出荷を停止すると公表

○MRワクチン、麻しんワクチンの自主回収を公表

・ 有効期限内に麻しんウイルス力価が承認規格を下回るため

・ 品質、有効性、安全性に関する見解、接種済の希望者へ
の抗体価検査・追加接種の案内

・ 一部ロットでは、力価が規格を満足する「使用可能な期限」
（有効期限より短い）を設定し、使用を継続

○課長通知（自主回収への対応）を発出

 ・ MRワクチンメーカー全体の今後の供給の見込み
- 前年の実績と同程度を上限に、出荷量の調整を予定
- 武田社で４月をメドに製品改善の準備中

 ・ 供給量の調整見込みを踏まえた注文等の留意事項

○事務連絡（安定供給の徹底）を発出

 ・ 国内での麻しん感染事例の報告を受け、１月課長通知
の留意事項に加え、定期接種の機会の確保を依頼

○４月以降に出荷する製品の取扱いについて公表

・ 力価低下の原因が特定できず

・ 「使用可能な期限」を設定した製品の出荷を継続

○一部ロットの出荷見合わせを公表

・ 力価が出荷の基準を満たさなかったため、11月中旬に出荷
再開の見込み

・ 代替品として、阪大微生物病研究会・第一三共社のワクチ
ンを案内するとともに、「使用可能な期限」を設定した製品
の出荷を継続

○事務連絡（供給にかかる対応等）を発出

 ・ 武田社の出荷見合わせにより不足が見込まれる数量を、
阪大微生物病研究会・第一三共社に依頼し、前倒し
出荷が行われる

 ・ 11月以降についても、各社と出荷の調整を行う予定

○事務連絡（今後の供給見通し等）を発出

 ・ 代替供給により、今年度全体の出荷量は例年通り
 ・ 12月以降の出荷数量の見通しを表で記載

4

武田薬品工業社の状況 厚生労働省の対応

令和６年１月16日

令和６年３月21日

令和６年10月15日

令和６年４月1０日

令和６年11月26日

令和６年12月12日

○事務連絡（供給について（更新情報））を発出

・ 供給量の調整見込みを踏まえた注文等の留意事項

・ 「使用可能な期限」を設定した製品の出荷を継続



医療機関及び自治体におけるＭＲワクチンの供給状況

日本小児科医会より２月中旬のMRワクチンの供給量に関する
第２回アンケート調査結果（令和７年３月公表）

・前回回答者に対し1月との供給状況の比較を聞いたところ、
21％の医療機関が改善と回答した。

  ・ MRワクチンの定期接種期限の延長が必要と回答した
医療機関は81%。
・１回目の調査と同様、地域や契約する取引先卸によって
もワクチンの供給状況が異なり偏在が生じている。

日本小児科医会の第１回アンケート調査 供給不足を訴えた自治体への１回目ヒアリング概要

・武田社のワクチンのみを取り扱っている医療機関ではワクチン
が不足しており、納入されない状況。

・住民からのワクチン接種の予約ができないという相談があり、
昨年より接種者数も少ない状況。

・12月の時点において5 カ所のMRワクチン受託医療機関で
供給不足により一時的にMRワクチン接種の予約を停止して
いた。

・夏から秋にかけては不足が深刻であった。例年通りではないが、
現在は改善されてきている。

・予防接種の予約枠や接種時間が限られるなか、3月に駆け込
み需要による接種があると、希望者全ての定期接種を実施する
ことは困難。

・令和７年１月末までの第２期の接種率は69.6%であり、
昨年同月の接種率が80.2%であったことから昨年よりも接種率
が低い状況。

日本小児科医会より12月末時点のMRワクチンの供給量に
関する第１回アンケート調査結果（令和７年２月公表）

・MRワクチンの供給状況について、「まったく入荷しない」と
回答した医療機関は５％。
・MRワクチンの接種状況について、「新規予約中止」と回答
した医療機関は第１期が５％、第２期が８％。
・医療機関が存する地域や契約する取引先卸によってもワク
チンの供給状況が異なり偏在が生じている。

○ ワクチンメーカーに対して、出荷量見通しの不安解消のため、卸に供給スケジュールを早期に提示するよう要請。

○ 卸各社に対して、不足を訴えた自治体・医療機関へのワクチンの配送及び安定供給について協力要請するとともに、医療機関への
供給見通しを早期に提示するよう依頼。

日本小児科医会の第２回アンケート調査 供給不足を訴えた自治体への２回目ヒアリング概要

安定供給に向けた厚生労働省の取組
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（参考）日本医薬品卸売業連合会への協力依頼
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令和６年度内にMRワクチンを接種できなかった者への対応について

○ やむを得ず定期接種を受けられなかったという事情があることを踏まえ、予防接種法施行規則第２条の８第４
号に該当するものとして、接種対象期間を延長し、令和７年４月1日から２年間、定期の予防接種として公費で
接種を受けられるようにする。

○ 麻しん・風しんの定期の予防接種の対象者は、予防接種法施行令で定められている。

・ １歳以上２歳未満の小児

・ 年長の学年（小学校に入学する前年の4月１日から小学校入学する年の３月31日まで）の小児

・ 抗体保有率が低い昭和37年４月２日から昭和54年４月１日生まれ（令和6年度45歳から62歳）の男性
 ※ 令和６年度末まで

○ 接種対象期間内に接種をしなければ、制度上、定期の予防接種という扱いにはならない。

令和６年度の接種対象者

今回の対応方針（接種期間の特例）

※ 今年４月から就学する方の
接種期間のイメージ（第２期）

本来の定期接種期間
（第２期）

年長の学年

今回の特例措置（2年間）

ワクチンの大幅な供給不足等を理由にやむを得ず法定期間内に接種できな
かった場合、本来の期間を超えて公費で接種可能となる

○ 引き続き、卸各社に対して、不足を訴える自治体や医療機関へのワクチン配送を依頼するなど、流通改善の取組を継続。

○ 他方で、３月末に定期接種の期限を迎える者が一定数想定されることから、３月末までに接種ができなかった者について、予防接種法

施行規則第2条の８第４号の「特別の事情」に該当するとして、接種期間の延長を行う。

令和９年３月31日まで
7



今回の特例の具体的な取扱について①
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１ 今回の特例の対象者

具体的な対象となる者

第１期 令和6年度内に生後24月に達する、又は達した者であって、ＭＲワクチンの偏在等が生じたことを理由にワクチンの接種
ができなかったと市町村長が認める者

第２期 令和6年度における第2期の対象者（５歳以上７歳未満の者であって、小学校就学の始期に達する日の１年前の日～当該
始期に達する日の前日までの間にあるもの）であってＭＲワクチンの偏在等が生じたことを理由にワクチンの接種ができ
なかったと市町村長が認める者

第５期 昭和37年4月2日～昭和54年4月1日生まれの男性であって、令和6年度末までに抗体検査を実施した結果、風しんの抗
体が不十分な方であってＭＲワクチンの偏在等が生じたことを理由にワクチンの接種ができなかったと市町村長が認める
者
（令和7年度以降に抗体検査を実施した方は対象外）

２ 特例の対象者であることを確認するための実務について

○ 今回の特例は、予防接種法施行令第３条第２項及び予防接種法施行規則第２条の８第４号に基づき、上記の対象となる者を市町村が
判断することとなる。

○ 定期接種実施要領では、通常、同規定を適用するかどうかについては、やむを得ず定期接種を受けることができなかったと判断した
理由等や当該者の接種歴等により総合的に判断することとされている。

○ 今回の特例については、ＭＲワクチンの偏在等により生じたことを理由としており、本人の医学的な理由によるものではないことか
ら、実施要領で定めているところの「やむを得ず定期接種を受けることができなかったと判断した理由」の確認については、市町村が
管内におけるワクチンの偏在を確認している場合、市町村単位で一律に対象とするなど柔軟に取り扱って差し支えない。

○ また、同実施要領においては、国への報告も求められているが、今回のケースについては、個別に報告する必要はなく、令和７年度
終了時に国から件数の確認をすること等を想定している。
※ 報告の詳細については、追って事務連絡を発出予定。



今回の特例の具体的な取扱について②
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２ 特例の対象者であることを確認するための実務について

○発行済の接種券

➢ 令和７年度もそのまま使
用可能とすることも差し
支えない

➢ 医療機関では、対象者の
年齢と接種歴を確認の上、
接種を行う

➢ 今般の特例の適用については、期間内に接種できなかった原因が対象者の事情によるものではないことか

ら、可能な限り柔軟な運用を行うことが望ましい。

➢ 例えば、申請書や理由書などを不要とすることや、令和６年度中に発行された接種券をそのまま、今回の

特例となる期間中使用することも可能とする取扱などが考えられる。

➢ その際、医療機関では、年齢と接種歴から対象者であることを確認の上、接種を行うことになる。

➢ また、厚労省への報告は、個別の報告を不要とし、年度ごとにまとめて報告することを前提に、改めて詳

細はお知らせしたい。

【具体的な取扱（イメージ）】

➢ 提出を不要とすることも
差し支えない

○対象者からの申請書・理由書

➢ 個別の報告は不要とし、
年度ごとにまとめて報告

○医療機関における対象者の確認

○厚生労働省への報告

※必ずしも下記の通りに行う必要はなく、市町村により柔軟に判断すること。



〇 予防接種法施行令
（市町村長が予防接種を行う疾病及びその対象者）

第三条 法第五条第一項の政令で定める疾病は、次の表の上欄に掲げる疾病とし、同項（予防接種法の一部を改正する法律（平成十三年法律第百十六号）附則第
三条第一項（予防接種法の一部を改正する法律（平成二十五年法律第八号）附則第七条の規定により読み替えられる場合を含む。）の規定により読み替えら
れる場合を含む。）の政令で定める者は、同表の上欄に掲げる疾病ごとにそれぞれ同表の下欄に掲げる者（当該疾病にかかっている者又はかかったことのあ
る者（インフルエンザ又は新型コロナウイルス感染症にあっては、当該疾病にかかったことのある者を除く。）その他厚生労働省令で定める者を除く。）と
する。

２ 前項の表の上欄に掲げる疾病（ロタウイルス感染症、インフルエンザ及び新型コロナウイルス感染症を除く。以下この項において「特定疾病」という。）に
ついてそれぞれ同表の下欄に掲げる者であった者（当該特定疾病にかかっている者又はかかったことのある者その他厚生労働省令で定める者を除く。）であっ
て、当該掲げる者であった間に、長期にわたり療養を必要とする疾病で厚生労働省令で定めるものにかかったことその他の厚生労働省令で定める特別の事情が
あることにより当該特定疾病に係る定期の予防接種を受けることができなかったと認められるものについては、当該特別の事情がなくなった日から起算して二
年（肺炎球菌感染症（高齢者がかかるものに限る。）に係る定期の予防接種を受けることができなかったと認められるものについては、当該特別の事情がなく
なった日から起算して一年）を経過する日までの間（厚生労働省令で定める特定疾病にあっては、厚生労働省令で定める年齢に達するまでの間にある場合に限
る。）、当該特定疾病に係る法第五条第一項の政令で定める者とする。

附 則
３ 法第五条第一項の政令で定める者については、令和七年三月三十一日までの間、第三条第一項の表風しんの項中「／一 生後十二月から生後二十四月に至る

までの間にある者／二 五歳以上七歳未満の者であって、小学校就学の始期に達する日の一年前の日から当該始期に達する日の前日までの間にあるもの／」と
あるのは、「／一 生後十二月から生後二十四月に至るまでの間にある者／二 五歳以上七歳未満の者であって、小学校就学の始期に達する日の一年前の日か
ら当該始期に達する日の前日までの間にあるもの／三 昭和三十七年四月二日から昭和五十四年四月一日までの間に生まれた男性／」とする。

〇 予防接種法施行規則
（特別の事情）
第二条の八 令第三条第二項に規定する厚生労働省令で定める特別の事情は、次のとおりとする。
一 前条に規定する疾病にかかったこと（これによりやむを得ず定期の予防接種を受けることができなかった場合に限る。）
二 臓器の移植術（臓器の移植に関する法律（平成九年法律第百四号）第一条に規定する移植術をいう。）を受けた後、免疫の機能を抑制する治療を受けたこ

と（これによりやむを得ず定期の予防接種を受けることができなかった場合に限る。）
三 前二号に掲げるもののほか、医学的知見に基づきこれらに準ずると認められるもの
四 災害、令第三条第二項に規定する特定疾病に係るワクチンの大幅な供給不足その他これに類する事由が発生したこと（これによりやむを得ず定期の予防接

種を受けることができなかった場合に限る。）

（参照条文）予防接種法施行令・施行規則

疾病 予防接種の対象者

風しん 一 生後十二月から生後二十四月に至るまでの間にある者
二 五歳以上七歳未満の者であって、小学校就学の始期に達する日の一年前の日
から当該始期に達する日の前日までの間にあるもの

10



（参考）定期接種実施要領（抜粋）
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１９ 長期にわたり療養を必要とする疾病にかかった者等の定期接種の機会の確保

（１）ロタウイルス感染症、インフルエンザ及び新型コロナウイルス感染症を除く法の対象疾病（以下「特定疾病」という。）について、それぞれ政令で定め

る予防接種の対象者であった者（当該特定疾病にかかっている者又はかかったことのある者その他施行規則第２条各号に規定する者を除く。）であって、

当該予防接種の対象者であった間に、（２）の特別の事情があることにより予防接種を受けることができなかったと認められる者については、当該特別

の事情がなくなった日から起算して２年（高齢者の肺炎球菌感染症に係る定期接種を受けることができなかったと認められるものについては、当該特別

の事情がなくなった日から起算して１年）を経過する日までの間（（３）に掲げる疾病については、それぞれ、（３）に掲げるまでの間である場合に限

る。）、当該特定疾病の定期接種の対象者とすること。

（２）特別の事情

ア 次の（ア）から（ウ）までに掲げる疾病にかかったこと（やむを得ず定期接種を受けることができなかった場合に限る。）

（ア）重症複合免疫不全症、無ガンマグロブリン血症その他免疫の機能に支障を生じさせる重篤な疾病

（イ）白血病、再生不良性貧血、重症筋無力症、若年性関節リウマチ、全身性エリテマトーデス、潰瘍性大腸炎、ネフローゼ症候群その他免疫の機能を

抑制する治療を必要とする重篤な疾病

（ウ）（ア）又は（イ）の疾病に準ずると認められるもの（注）上記に該当する疾病の例は、別表２に掲げるとおりである。ただし、これは、別表２に

掲げる疾病にかかったことのある者又はかかっている者が一律に予防接種不適当者であるということを意味するものではなく、予防接種実施の可

否の判断は、あくまで予診を行う医師の診断の下、行われるべきものである。

イ 臓器の移植を受けた後、免疫の機能を抑制する治療を受けたこと（やむを得ず定期接種を受けることができなかった場合に限る。）

ウ 医学的知見に基づきア又はイに準ずると認められるもの

エ 災害、ワクチンの大幅な供給不足その他これに類する事由が発生したこと（やむを得ず定期接種を受けることができなかった場合に限る。）

（３）対象期間の特例

ア ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破傷風については、15歳（沈降精製百日せきジフテリア破傷風不活化ポリオ混合ワクチン（以下「４種混

合ワクチン」という。）及び５種混合ワクチンを使用する場合に限る。）に達するまでの間

イ 結核については、４歳に達するまでの間

ウ Ｈｉｂ感染症については、10歳に達するまでの間（５種混合ワクチンを使用する場合にあっては、15歳に達するまでの間）

エ 小児の肺炎球菌感染症については、６歳に達するまでの間

（４）留意事項

市町村は、（２）の「特別の事情」があることにより定期接種を受けることができなかったかどうかについては、被接種者が疾病にかかっていたことや、

やむを得ず定期接種を受けることができなかったと判断した理由等を記載した医師の診断書や当該者の接種歴等により総合的に判断すること。

（５）厚生労働省への報告上記に基づき予防接種を行った市町村長は、被接種者の接種時の年齢、当該者がかかっていた疾病の名称等特別の事情の内容、予防

接種を行った疾病、接種回数等を、任意の様式により速やかに厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部予防接種課に報告すること。
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1.予防接種課長 挨拶

2.麻しん及び風しんの定期の予防接種に係る対応について

3.HPVワクチンに関する周知について

4.認知症等で意思確認が困難な方に対する予防接種について

5.主なご質問



キャッチアップ接種経過措置対象者および定期接種最終年度の方向けの資材

13

○ 自治体等での周知に活用いただける資材を作成しており、近日中に厚生労働省ホームページに掲載予定。

■平成9年度～20年度生まれの女性向け ■高校１年相当の女の子と保護者向け

広報資材の掲載URL：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/kouhou.html

（調整中）
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1.予防接種課長 挨拶

2.麻しん及び風しんの定期の予防接種に係る対応について

3.HPVワクチンに関する周知について

4.認知症等で意思確認が困難な方に対する予防接種について

5.主なご質問



認知症等で意思確認が困難な方に対する予防接種について

〇 定期接種実施要領第１の10（４）に記載の、本人の意思確認が容易ではない方に対する予防接種の実施に
に関して疑義が寄せられたことから、今般、疑義解釈をお示しする事務連絡を発出。

〇 以下、事務連絡別添に記載の疑義解釈の内容をお示しするので、改めてご確認の上、これを踏まえた適切
な運用をいただくとともに、接種を実施する医療機関や関係団体に対する周知をお願いしたい。

（問）認知症の高齢者の方など、本人の意思確認が容易でない方に対して予防接種を実施する際の留
意点として、定期接種実施要領第１の10（４）では「なお、対象者の意思の確認が容易でない場
合は、家族又はかかりつけ医の協力を得て、その意思を確認することも差し支えないが、明確に対
象者の意思を確認できない場合は、接種してはならないこと。」と記載がある。

本人の意思確認を行うことが容易ではない場合において、日常的に本人との意思疎通を図って
いる家族等が同意書を代筆し接種を行うことは、実施要領の「明確に対象者の意思を確認できない
場合は、接種してはならない」との記載との関係上、差し支えないか。

（答）予防接種は、対象者が接種を希望している場合に、接種を行っていただくものです。

このため、認知症の高齢者等、本人の意思確認を行うことが難しい場合においても、家族やか

かりつけ医、高齢者施設の従事者（以下「家族等」という。）など、日頃から身近に寄り添い、意

思疎通を図っている方々の協力を得て、本人の接種の意向を丁寧に酌み取ることが必要です。

そのうえで、本人の意思を酌み取った身近な家族等が同意書を代筆し、接種を行うことは差し

支えありません。

（参考）令和７年２月 2 7日 衆議院・予算委員会第５分科会

高齢者インフルエンザワクチン接種に関する家族同意に関する厚生労働省の答弁

高齢者に対するインフルエンザワクチンの接種は、予防接種法に基づくＢ類疾病の定期接種として行われております。

Ｂ類疾病の定期接種は、市町村による接種の勧奨や御本人に接種を受ける努力義務がないことから、自らの意思で接種を

希望していることを確認の上、接種を行うこととしております。

御指摘のありました認知症の方など御本人の意思を確認することが容易でない場合は、本人の意思が尊重されるように

十分配慮の上、家族やかかりつけ医の協力を得て接種を行うことは差し支えなく、この運用については以前から変更して

おりません。 15
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1.予防接種課長 挨拶

2.麻しん及び風しんの定期の予防接種に係る対応について

3.HPVワクチンに関する周知について

4.認知症等で意思確認が困難な方に対する予防接種について

5.主なご質問
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Q１ . 「ＭＲワクチンの偏在等が生じたことを理由にワクチンの接種ができなかったと市町村長が認める

者」が特例の対象とされているが、具体的な判断基準はどのようなものか。また、自治体の判断で、各

期における対象者を一律に延長の対象とすることや、偏在等が生じていない場合に特例を適用しな

いとすることは可能か。

主なご質問への回答

【麻しん・風しん関係】

今般の特例の適用に当たっては、接種ができなかった原因が対象者の事情によるものでないことから、可能な限
り柔軟な運用を行っていただいて差し支えありません。
また、麻しん及び風しんの流行予防の観点から、一人でも多くの対象者が接種を行うことが重要であり、管内でＭ
Ｒワクチンの偏在を確認していない場合であっても、可能な限り柔軟に取り扱うことが望ましいです。

Q２ . 期間延長の実施に関し、どのように周知等を図ればよいか (個別通知等が必要か。 )。

事務連絡においては、定期接種の対象者であって接種を受けていない者及びその保護者に対して、引き続き情報
提供及び積極的な接種勧奨の取組を行うようお願いしております。
具体的な周知の内容については、事務連絡の趣旨等も踏まえてご検討いただきますようお願いいたします。



今般の特例の適用に当たっては、通常の特例と比較して一定程度対象者が多くなることが見込まれるため、個別
の報告は不要とし、年度単位でのとりまとめとすることを想定しています。詳細は追って事務連絡を発出予定です。

18

主なご質問への回答

Q３ . 特例の適用に当たっては、接種希望者から市町村への事前申請を求め、接種を行う医療機関に対し

て特例措置対象者である確認書を発出している自治体もあるが、今般の特例においても、長期療養特

例同様、接種できなかった理由等を医療機関から書面で求めることを想定しているか。または、対象

者から市町村への予診票の交付申請等による確認を想定しているか、口頭による自己申告でも問題

ないか。

今般の特例の適用に当たっては、通常の長期療養特例において提出を求めている申請書や理由書などの提出を
不要とし、令和６年度に発行した接種券を特例期間中も使用可能とするなど、事務処理を簡略化いただいて差し支
えありません。

【麻しん・風しん関係】

Q４ . 「定期接種実施要領」において、特例を適用した場合は厚生労働省に速やかに報告することとなっ

ているが、今般の特例についても、該当事案は個別の報告が必要か。

Q５ . 第５期について、都道府県国保連合会における集合契約自体も令和７年３月末で終了となるが、令

和７年度以降に予防接種を実施する際は、実施医療機関との間で委託契約を行い、医療機関から個別

に請求を受ける形となるのか。

ご認識のとおりです。令和７年３月13日付事務連絡でお示しのとおり、令和７年度以降に接種を行う場合は、自治
体と医療機関の個別契約に基づき、通常の定期接種同様の支払手続を行っていただくようお願いいたします。
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主なご質問への回答

Q６ . 第5期について「令和６年度末までに抗体検査を実施した結果」とあるが、令和７年２月末を抗体検

査実施期間として、３月は抗体検査を実施していない場合、６年度末に対応するよう、抗体検査実施

期間を延長する必要があるか。３月中に自費で抗体検査を実施した結果、抗体価が不十分であった場

合、６年度末までに実施した抗体検査の結果とみなして、予防接種費用の助成対象とするのか。もし

くは、市が規定した実施期間外の検査であることを理由に、市町村判断で対象外としてよいか。

２月末までとされているクーポン券による検査期間を必ずしも延長いただく必要はございませんが、令和６年度末
までに実施された抗体検査であれば、特定感染症等検査事業による検査、任意での検査等、集合契約に基づく検査
以外でも適用可能ですので、可能な限り希望者が接種できるよう、上記集合契約に基づく検査以外も利用いただき、
柔軟にご対応いただきますようお願いいたします。

【麻しん・風しん関係】

Q７ . MRワクチンの供給量が不足していることから、第５期対象者についてはこれまで同様、医療機関

と個別契約を結ぶ等により、風しん単独ワクチンを接種し、通常の定期接種として取り扱う対応で差

し支えないか。

MRワクチンの供給状況に応じ、風しん単独ワクチン又は麻しん風しん混合ワクチンのいずれかを接種した上で、定
期接種として取り扱っていただいて差し支えありません。また、契約事務については、他の定期接種ワクチンと同様
に医療機関と個別契約を結ぶ等の対応を想定しております。
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Q１ . ４種混合ワクチンとHibワクチンの接種を開始した者について、やむを得ない場合に５種混合ワ

クチンに切り替える場合、どのように接種すればよいか。 ※令和６（2 0 2 4 ）年3月 1 5日に周知済

○ ４混及びHibワクチンと５混ワクチンについては、原則として同一種類のワクチンを必要回数接種することとして

います。交互接種については、科学的知見が十分あるわけではなく、接種スケジュールも複雑化するので、標準的

方法を網羅的に示すことはできませんが、審議会での議論等を踏まえ、以下のような方法が考えられます。

○ 原則的な方法によることができないやむを得ない事情があると認める場合には、例えば以下のいずれかの方法

又はこれに準ずる方法により接種を実施して差し支えありません。

ア ４混及びHibを初回接種として１回実施 → ５混を初回接種として２回接種した後、追加接種として１回接種。

イ ４混及びHibを初回接種として２回実施 → ５混を初回接種として１回接種した後、追加接種として１回接種。

ウ ４混及びHibを初回接種として３回実施 → ５混を追加接種として１回接種。

○ なお、４混及びHibワクチンの接種回数が異なる場合については、４混ワクチン及びHibワクチンに含まれる各

成分について、添付文書に定められる接種回数以上の回数接種した場合の科学的知見が明らかになっていない

ことから、成分毎に必要な回数が充足し、かつ過剰とならないよう接種してください。

【接種方法の一例】

・ 初回接種で４混を２回、Hibを１回実施

→ 初回接種として５混を１回、Hibを１回接種。追加接種として５混を１回接種

・ 初回接種で４混を３回、Hibを１回接種 → Hibは２回接種。追加接種として５混を１回接種

※ なお、接種間隔については、後から接種するワクチンから見て、前の接種との間隔が添付文書の通りとなるよう、

必要な間隔を確保してください。

主なご質問への回答

【その他の事項】
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主なご質問への回答

【その他】

Q２．  H ibワクチンと４種混合ワクチンの第１期の追加接種をこれから実施する予定の者で、４種混合ワク

チンの販売中止により、４種混合ワクチンを用いて接種を完了することができないと予め見込まれる

場合は、どのように対応するべきか。 ※新規

令和７年2月27日の事務連絡でもお示ししておりますとおり、販売中止により４種混合ワクチンを用いて当該第１
期の予防接種を完了できないことが予め見込まれる者については、４種混合ワクチン及び乾燥ヘモフィルスｂ型ワク
チンの残りの接種回数に留意しつつ、定期接種実施要領第２の１（15）に示す接種方法に準じ、5種混合ワクチンを用
いて当該第１期の予防接種を完了ください。
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